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 2023 年５月 22 日 

株式会社エリッツホールディングス 

代表取締役社長 槙野 常美 

問合せ先： 内務部 075-253-5100 

 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社は、急速に変化する経営環境の中で経営基盤を確立し、競争力の追求を強化するため、取締役に

よる意思決定の迅速化を図るとともに、責任の明確化、内部統制システムを整備・運用し、コーポレー

ト・ガバナンスの拡充を進めていくことを重要課題と位置づけております。会社法にもとづいた株主総

会、取締役会及び監査役会の運営を徹底するとともに、全社プロセス及び業務プロセス上の統制活動を

充実させることによって、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでまいります。 

さらに、すべてのステークホルダー（利害関係者）を尊重し、企業の健全性、透明性を高めるととも

に、長期的かつ安定的な株主価値の向上に努めるため、効率性と透明性の高い経営体制を確立してまい

ります。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

補充原則 1－2④【議決権の電子公使のための環境作り、招集通知の英訳】 

当社では、株主における機関投資家の比率が低いことから、現在は議決権電子行使プラットフォームを

採用しておりませんが、開示している他社の機関投資家比率に鑑みて今後機関投資家の割合が 20％を

超える段階で対応する予定です。 

また、当社株主における海外投資家の比率は相対的に低いことから、現在は招集通知の英訳は実施して

おりませんが、これも開示している他社の海外投資家比率に鑑みて、今後海外投資家比率が 20％を超

える段階で対応する予定です。 

原則 1－3【資本政策の基本的な方針】 

当社は、資本政策の基本的な方針については定めておりませんが、株主還元方針については有価証券報

告書等で説明を決算説明会において、株主の皆様への還元方針や配当方針等の資本政策について説明を

行っております。今後につきましても安定した経営ができるよう株主構成等に最善の注意を払い、機動

的な資本政策が行えるよう努めております。 

補充原則 2－4①【女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】 

当社では、従来から性別や国籍に関係なく、意欲や能力、実績等を重視する実力本位の人材登用を実施

しています。そのため現在においては、女性・外国人・中途採用者等の別に管理職の目標等は定めてお

りませんが、中長期的な企業価値の向上を実現するためには、多様な視点や価値観を尊重することが重

要と考えており、経験・技能・キャリアが異なる人材についても積極的に採用しつつ、これからの人材
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が活躍できる職場環境の整備を目指してまいります。 

補充原則 4－1③【最高経営責任者等の後継者計画】 

当社は、現在、代表取締役の後継者計画は策定しておりませんが、後任者育成を見据え、候補者にはグ

ループ会社社長に就任頂き、当社グループの事業理解をさらに深めるとともに、グループ会社の経営を

通じて経営感覚、必要な知識、スキルの習得の機会を設けるなど、取締役や代表取締役候補者の育成に

努めております。 

後任者育成についての取締役会の関与方法や後継者計画の策定・監督については、今後、具体的なあり

方を検討してまいります。 

原則 4－2【取締役会の役割・責務】 

取締役会は、適切なリスクテイクを支えるため、各取締役からの提案を歓迎しつつ、上程された提案に

つき、独立社外取締役の意見を踏まえ審議を行っております。 

現在、当社の役員報酬は固定報酬のみであり、経営陣に対する中長期のインセンティブを含む報酬は導

入しておりません。今後については持続的な成長に向けた中長期のインセンティブを含む新たな制度の

導入について検討してまいります。 

補充原則 4－2①【中長期的業績と連動する報酬の割合、現金報酬と自社株報酬の割合の適切な設定】 

取締役及び監査役の報酬については、報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めており

ませんが、株主総会の決議により取締役全員及び監査役全員のそれぞれ報酬総額の限度額を決定し、各

取締役の報酬額及び監査役の報酬額は、それぞれ取締役会及び監査役会の協議により決定しておりま

す。 

現在、当社の役員報酬は固定報酬のみであり、経営陣に対する中長期のインセンティブを含む報酬は導

入しておりません。今後については持続的な成長に向けた中長期のインセンティブを含む新たな制度の

導入について検討してまいります。 

補充原則 4－3②【経営陣幹部の選任や解任に関する公正かつ透明性の高い手続きの実行】 

当社では、指名委員会等の独立した諮問委員会を設置しておりませんが、社外取締役の出席する取締役

会において、育成した経営陣幹部の中から資質を持った代表取締役社長を選任いたします。 

補充原則 4－3③【経営陣幹部の選任や解任に関する公正かつ透明性の高い手続きの実行】 

当社では、指名委員会等の独立した諮問委員会を設置しておらず、また、最高経営責任者である代表取

締役社長の解任を判断するための具体的な評価基準を設けておりませんが、代表取締役社長がその機能

を十分に果たしておらず、重大な不祥事や著しい経営不振など解任が相当と判断される事由が生じた場

合には、社外取締役の出席する取締役会で代表取締役社長の解任を決定し、株主総会決議を経て解任い

たします。 

原則 4－8【独立社外取締役の有効な活用】 

当社は、取締役の業務執行に対する監督・監査並びに中立・公正な助言が重要であることを認識し、一

般株主と利益相反のおそれがない独立性の高い社外取締役を２名選任しております。社外取締役２名

と、社外監査役３名の計 5 名を独立役員として届出を行う予定であります。 

社外取締役は、取締役会において独立した客観的な視点から経営に対する提言を行うとともに、活発な
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意見交換が行われていることから、意思決定の透明性、妥当性が担保されていると考えております。 

補充原則 4－8③【独立社外取締役の有効な活用】 

当社は、当社と取締役その他の関連当事者との利益相反取引を行う場合については、その必要性、経済

合理性、取引条件の妥当性等を十分に検討した上で、取締役会で事前に決議を得て取引を行うこととし

ております。 

取引条件については、当社と関連当事者取引との間で取引を行う場合においても他の独立第三者と同じ

取引条件で行うこととしており、取引条件は社内で価格表を整備し、少数株主の利益を害することがな

いような体制を構築しております。 

このほか、関連当事者との取引を把握するために、役員等に対して毎年関連当事者取引に関する調査を

実施し、取引の合理性や手続きの適正性を検証しております。 

当社では独立社外取締役を含む独立性を有する者で構成された特別委員会は設置しておりませんが、 

上記の体制により、支配株主を含む関連当事者取引の必要性、取引条件の妥当性等は十分に検証できて

いるものと考えております。 

補充原則 4－10①【任意の諮問委員会の設置による指名・報酬などに関する独立社外取締役の関与・助

言】 

当社は、監査役会設置会社で、独立社外取締役が取締役会の過半数に達しておらず、また独立した指名

報酬委員会等は設置しておりません。 

経営陣の指名・報酬について、ジェンダー等の多様性やスキルの観点を含め、社外取締役の意見を求め

る場を設ける等、公正かつ透明性の高い手続きに則り行っております。取締役の個々の報酬の決定につ

いては、株主総会決議で承認を得た限度額の範囲で、一定の基準に基づき代表取締役がその内容につい

て委任を受けるものとしております。 

2023 年９月期中に独立した指名・報酬委員会等を設置し、2024 年度以降の報酬は委員会で検討して決

定します。 

原則 4－11【取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】 

取締役会は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な取締役会全体としての知識・経

験・能力のバランス、多様性を確保するため、当社の属する業界や各事業に精通した社内取締役と、企

業経営者や有識者または会計士・税理士・弁護士等、経験・見識・専門性を考慮して社外取締役を選任

しており、取締役会の役割・責務を実効的に果たすことが出来る構成であると考えております。 

また、提出日現在において、女性取締役を１名選任しており、職歴、年齢、ジェンダー、国際性等の面

を含め多様性の確保に努めております。 

なお、社外監査役のうち１名は公認会計士・税理士として企業税務等に精通しており、財務及び会計に

関する十分な知見を有しております。 

取締役会の実効性に関する分析・評価については、現在実施しておりませんが、今後は分析・評価の具

体的な方法や結果の開示等についても検討してまいります。 

補充原則 4－11①【取締役会の全体としての知識等のバランス、多様性・規模に関する考え方、取締役

の選任に関する方針・手続】 
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当社では、事業規模等を勘案し、取締役は 10 名以内、監査役は５名以内とする旨を定款で定めており

ます。 

取締役会は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な取締役会全体としての知識・経

験・能力のバランス、多様性を確保するため、当社の属する業界や各事業に精通した社内取締役と、企

業経営者や有識者または会計士・税理士・弁護士等、経験・見識・専門性を考慮して社外取締役を選任

しており、取締役会の役割・責務を実効的に果たすことが出来る構成であると考えております。 

取締役の選任の際は、上記のような幅広い多様な人材の中からそれぞれの人格や見識等を考慮し、その

役割と職責を全うできる適任者を候補者として選定することとしており、各部門を担当する業務執行取

締役や社外取締役が候補者を推薦し、取締役会での決議を得て、株主総会決議により選任することとし

ております。 

また、当社取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリックスを作成し、株主総会招集通

知に記載しております。 

なお、独立社外取締役２名のうち１名は、他社での経営経験はありませんが、税理士であり、長年にわ

たり国税局に勤務し、各地の税務署長を経験してきた経験を生かし、税務・経理の面から、客観的・中

立的な立場で、当社の取締役会でも適切に質問・助言等を受けております。もう１名については長年に

渡り不動産業に携わり、また経営者として豊富な経験があります。当社において、これまでの不動産業

の経験をもとに、独立した立場から当社の経営に対し、専門知識や高い見識にもとづき、当社の取締役

会でも適切に質問・助言等を受けております。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 

原則 1－4【政策保有株式】 

１．政策保有の縮減に関する方針 

当社は、取引先との円滑かつ長期的な関係の構築等、保有することが経営上合理的と判断できる場合に

限り、政策保有株式を保有するものとします。政策保有を行う場合は、取締役会においてその保有目的

が適切かを検討し、保有意義が乏しい株式については売却・縮減してまいります。 

２．政策保有株式にかかる検証の内容 

 毎年、取締役会において、個別銘柄ごとの事業への効果、配当金の便益や協力関係等により期待され

る効果について検証しており、取引関係、協働関係等の状況等が適切であるかどうか、当社事業への寄

与度合い、保有に伴う便益等が相応であるか等、保有を継続することに合理性が認められるかどうかの

判断を行っております。 

３．議決権の行使 

 政策保有株式の議決権の行使については、取引先とのコミュニケーションの重要な手段の一つである

と認識しております。そのため、議決権の行使にあたっては、当社と取引先との中長期的な企業価値向

上の観点から社内の審査を踏まえて判断し、適切に行使しております。 

原則 1－7【関連当事者間の取引】 

当社は、当社と取締役その他の関連当事者との利益相反取引を行う場合については、その必要性、経済
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合理性、取引条件の妥当性等を十分に検討した上で、取締役会で事前に決議を得て取引を行うこととし

ております。 

また、取引条件については、当社と関連当事者等との間で取引を行う場合においても他の独立第三者と

同じ取引条件で行うこととしており、取引条件は社内で価格表を整備し、少数株主の利益を害すること

がないような体制を構築しております。 

このほか、関連当事者との取引を把握するために、役員等に対して毎年関連当事者取引に関する調査を

実施し、取引の合理性や手続きの適正性を検証しております。 

原則 2－6【企業年金】 

当社及び連結子会社では「退職金規程」に基づき退職一時金制度を採用しておりますが、確定給付型の

制度ではなく、積立金の運用も行っておりませんので、本原則には該当いたしません。 

原則 3－1【情報開示の充実】 

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画 

 企業理念や経営戦略、経営計画は当社ウェブサイト、有価証券報告書等にて開示しております。 

（ⅱ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針 

 本報告書Ⅰ.1.「基本的な考え方」をご参照ください。 

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続 

 本報告書Ⅱ.1.「取締役報酬関係」、及び有価証券報告書第一部第４【４コーポレート・ガバナンスの

状況等】「(4)役員の報酬等」をご参照ください。 

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続 

 当社では事業規模等を勘案し、取締役は 10 名以内、監査役は５名以内とする旨を定款で定めており

ます。 

 取締役候補者の指名・選任を行うにあたっては、幅広い多様な人材の中からそれぞれの人格や見識等

を考慮し、その役割と職責を全うできる適任者を候補者として選定する方針のもと、取締役会で協議し

て決定しております。なお、監査役候補者については、事前に監査役会で同意を得たうえで、取締役会

で決定しております。また、取締役の職務執行に不正または重大な法令・定款違反、心身の故障、その

他職務への著しい不適任があると取締役会が判断した場合等には、取締役会の決議に基づく解任手続き

を実施いたします。 

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、

個々の選解任・指名についての説明 

 取締役候補者及び監査役候補者の個々の指名・選任理由については、株主総会参考書類で開示いたし

ます。 

補充原則 3－1③【サステナビリティについての取り組み】 

当社では、サステナビリティの基本方針を策定し、取締役会で決議するとともに、これらの基本方針に

ついて当社のウェブサイトで開示することで、ステークホルダーとの適切な協働が図れるよう、情報発

信に努めております。 

具体例として、京都、滋賀の賃貸マンションやアパート探しのお手伝い（仲介）を専業とする、数社の
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宅地建物取引業者により結成された団体である「京滋お部屋探しネット」に加盟するほか、札幌から福

岡までの全国主要 17 都市の有力かつ優良な不動産会社・管理会社と業務提携を行い、全国お部屋探し

ネットワーク「エリア 17+(PLUS)」を形成することで安心・安全な住まい探しをサポートしておりま

す。 

また、イングリッシュカウンター/レディースカウンターの設置等を行い、外国の方や女性等様々なお

客様の安心・安全な住まい探しをサポートしております。 

上記のほか、当社では、地球温暖化対策として屋上緑化を実施し、少しでも社会に貢献できる事業展開

を行っております。屋上緑化はヒートアイランド現象の緩和に寄与するだけでなく CO2 削減や『癒し』

の効果が期待できます。 

当社では毎年中期経営計画を策定・開示し、その中で設備投資計画、人員計画等も合わせて開示してお

ります。 

補充原則 4－1①【経営陣に対する委任の範囲の決定とその開示】 

当社は、「取締役会規則」を制定し、取締役会の運営に関する事項に加え、取締役会に付議すべき事項

を規定しております。また、「職務権限規程」を定め、経営陣が執行できる範囲を明確にしており、組

織変更等に応じて、適宜見直しを行う仕組みを構築しております。 

取締役会は原則毎月１回開催し、会社の重要な業務執行の決定を行うとともに業績の進捗についても論

議し対策等を検討しております。 

原則 4－9【独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】 

当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準や方針について、具体的には定めておりませ

んが、東京証券取引所が定める独立性基準を参考にしております。社外取締役の選任の際は、取締役会

への貢献が期待できる人物であること、企業統治において果たす役割及び機能を十分に発揮できる経

験・能力があることを重視しており、加えて一般株主と利益相反が生じるおそれのない、独立性が高い

人材が望ましいと考えております。 

補充原則 4－11②【社外取締役・社外監査役の兼任状況の毎年開示】 

当社取締役は、その役割・責務の適切な遂行に必要な時間・労力を確保するため、他の上場会社役員を

兼任する場合には、その兼任数は合理的な範囲にとどめることとしております。各取締役の他の会社を

含む重要な兼任状況については、株主総会参考書類で開示いたします。 

補充原則 4－14②【トレーニング方針の開示】 

当社は、当社取締役及び監査役が、その役割・責務を十分に果たすために必要なトレーニングの機会を

継続的に提供することを基本方針としております。 

具体的には、当社は、新任役員の就任時に、取締役等に求められる役割と責務（法的責任を含む）等を

テーマとした外部セミナーを受講するよう機会を提供しております。 

加えて、取締役及び監査役からの申し出があった場合は、会社の費用にて知識習得、能力向上等を目的

とした外部セミナー等へ参加することを認めており、今後は、会社として積極的に外部セミナーへの参

加を促します。 

原則 5－1【株主の建設的な対話に関する方針】 
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株主や投資家から対話（面談）の申込を受けた場合には、当該面談の目的を十分検討し、合理的な範囲

で、対応することを基本方針としております。 

株主や投資家に対しては、決算説明会を半期に１回開催するとともに、逐次、スモールミーティング等

を実施しております。当社では、専務取締役を IR 担当取締役として選任し、IR 活動に関連する部署を

管掌し、各部署との連携を図っております。 

投資家との対話の際は、決算説明会や面談等の対話を問わず、インサイダー情報管理に留意しておりま

す。 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 10％未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

槙野 常美 1,497,809 47.66 

佐々木 茂喜 279,600 8.89 

黒田 富久子 279,600 8.89  

エリッツホールディングス従業員持株会 

理事長若竹浩司 

251,669 

 

8.00 

 

龍池 法子 217,000 6.90 

平山 浩 160,200 5.09 

龍池 亮 108,600 3.45 

龍池 美沙 108,600 3.45 

株式会社ハウズ 代表取締役槙野怜美 99,991 3.18 

東 寛昭 29,600 0.68 

 

支配株主（親会社を除く）名 槙野常美 

 

親会社 － 

親会社の上場取引所 － 

 

補足説明 

－ 

 

３．企業属性 

上場予定市場区分 スタンダード市場 



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

8 

決算期 ９月 

業種 不動産業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人以上 500 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

当社は支配株主を有しており、当社の取り扱う不動産の賃貸や売買等を行う際に支配株主との取引が生

じる場合があります。当社と支配株主を含む関連当事者等との間で取引を行う場合には、その必要性、

経済合理性、取引条件の妥当性等を十分に検討した上で、取締役会で事前に決議を得て取引を行うこと

としております。 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役会設置会社 

 

【取締役関係】 

定款上の取締役の員数 10 名以内 

定款上の取締役の任期 ２年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 ６名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 ２名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている人

数 

２名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

添田訓嗣 税理士            

寺本髙廣 他社の経営者            

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 
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 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

添田訓嗣 ○ － 税理士であり、長年にわた

り国税局に勤務し、各地の

税務署長を経験してきた経

験を生かし、税務・経理の

面から、客観的・中立的な

立場で当社業務に対する意

見具申を期待して社外取締

役に選任しております。 

また、東京証券取引所が定

める独立性基準を満たして

おり、一般株主と利益相反

の生じるおそれがないこと

から、独立役員として指定

しております。 

寺本髙廣 ○ － 長年に渡り不動産業に携わ

り、また経営者として豊富

な経験があります。当社に

おいて、これまでの不動産

業の経験をもとに、独立し

た立場から当社の経営に対

し、専門知識や高い見識に

もとづき、客観的・中立的

な立場で当社業務に対する
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意見具申を期待して社外取

締役に選任しております。 

また、東京証券取引所が定

める独立性基準を満たして

おり、一般株主と利益相反

の生じるおそれがないこと

から、独立役員として指定

しております。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 

なし 

 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 ５名以内 

監査役の人数 ４名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

当社は、会計監査や四半期レビューの報告等を通じ、外部会計監査人と内部監査室、監査役会との連携

を確保しております。 

また外部会計監査人が不正を発見し適切な対応を求めた場合や、不備・問題点を指摘した場合には、監

査役会が、内部監査室や関連部門と連携をとり、調査を行うとともに、取締役会に必要な是正を求める

こととしております。 

 

社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 ３名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人

数 

３名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

梅原克彦 公認会計士              

置田文夫 弁護士              
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青山豊 他の会社の出身者              

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 j.上場会社の取引先（f、g 及び h のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 
選任の理由 

梅原克彦 ○  公認会計士として長年培

われた専門的な税務及び

会計に関する知識と経営

に関する高い見識を当社

の監査体制に反映するた

め、社外監査役に選任して

おります。独立役員の選任

に当たっては、東京証券取

引所の定める独立性基準

を満たしており、一般株主

と利益相反が生ずるおそ

れがない者を選任してお

ります。なお、長期にわた

って当社の社外監査役と

して監査に関与しており

ますが、任期満了時におい

て、過去の取締役会におけ
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る発言内容や監査役会で

の発言内容から、議案の審

議がおろそかになってい

ないか、発言が迎合的にな

っていないかなどを取締

役会で検討しています。そ

の意見は就任からの年数

が経過し業務内容の理解

が進むほど当社に対して

の発言数が増加するとと

もに、その内容は的確で厳

しいものになってきてお

り、独利役員としての役割

を十分に果たしているも

のと判断しています。 

置田文夫 ○  公認会計士として長年培

われた専門的な税務及び

会計に関する知識と経営

に関する高い見識を当社

の監査体制に反映するた

め、社外監査役に選任して

おります。独立役員の選任

に当たっては、東京証券取

引所の定める独立性基準

を満たしており、一般株主

と利益相反が生ずるおそ

れがない者を選任してお

ります。なお、長期にわた

って当社の社外監査役と

して監査に関与しており

ますが、任期満了時におい

て、過去の取締役会におけ

る発言内容や監査役会で

の発言内容から、議案の審

議がおろそかになってい

ないか、発言が迎合的にな
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っていないかなどを取締

役会で検討しています。そ

の意見は就任からの年数

が経過し業務内容の理解

が進むほど当社に対して

の発言数が増加するとと

もに、その内容は的確で厳

しいものになってきてお

り、独利役員としての役割

を十分に果たしているも

のと判断しています。 

青山豊 ○  ホテルマンとして約 30 年

間に渡り営業経験を重ね、

支配人、部長職を歴任し、

営業部門だけでなく、業務

全般に渡る管理、後進の指

導・育成に当たってきまし

た。ホテルマンとして培っ

てきたきめ細やかな視点

や幅広い見識・経験を活か

し、異業種の経験者からみ

る不動産業の違和感や長

所・短所などに関し、当社

にとって有益な助言を期

待するとともに、長年培わ

れたサービス業での高い

見識を当社の監査体制に

反映するため、社外監査役

に選任しております。独立

役員の選任に当たっては、

東京証券取引所の定める

独立性基準を満たしてお

り、一般株主と利益相反が

生ずるおそれがない者を

選任しております。 
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【独立役員関係】 

独立役員の人数 ５名 

その他独立役員に関する事項 

独立役員の資格を充たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

ストック・オプション制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めるとともに、株主との価値共有を推進することによ

り、企業価値向上に資することを目的とするため、ストック・オプション制度を設け、その一環として

新株予約権を付与しております。本報告書提出日現在、取締役の保有する新株予約権による潜在株式数

は 100,000 株であり、これは株式の総数（潜在株式を含み、自己株式を除く。）に対し 2.99％に相当し

ております 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役,従業員,子会社の取締役,子会社の従業員 

該当項目に関する補足説明 

当社では、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対し、当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を

一層高めるとともに、株主との価値共有を推進することにより、企業価値向上に資することを目的とす

るため、ストック・オプション制度を設け、その一環として新株予約権を付与しております。本報告書

提出日現在、新株予約権による潜在株式数は 196,400 株（取締役へのインセンティブ付与に関する施

策の実施状況に記載の 100,000 株を含む）であり、株式の総数（潜在株式を含み、自己株式を除く。）

に対する潜在株式数の割合は 5.88％となっております。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 

2022年９月期における当社の取締及び監査役に対する報酬額は次の通りであります。 

役員区分 
報酬等の総額 

(千円) 

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる 
役員の員数 

(名) 固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 

取締役 
(社外取締役を除く。) 

97,980 97,980 － － ４ 

監査役 
(社外監査役を除く。) 

2,400 2,400 － － １ 

社外役員 6,250 6,250 － － ４ 
 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 なし 
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報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

当社は役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めておりませんが、取締役及び

監査役の報酬については、株主総会の決議により取締役全員及び監査役全員のそれぞれ報酬総額の限度

額を決定し、各取締役の報酬額及び監査役の報酬額は、それぞれ取締役会及び監査役会の協議により策

定された報酬基準表に基づいて決定しております。 

 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

社外役員へのサポートは、内務部長及び内務部総務課が主に行っております。株主総会、取締役会の開

催にあたり議案及び資料等は３日前までに事前配布を行うとともに、各役員からの問い合わせに対して

は都度電話やメールで対応しております。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

ａ 取締役会 

当社の取締役会は６名（議長：槙野常美、平山浩、佐々木茂喜、黒田富久子、添田訓嗣、寺本髙廣）

で構成されており、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する権限を有しております。

取締役会は、原則として毎月１回の定期開催と必要に応じて臨時開催を行っております。取締役会は法

令及び定款に則り、法的決議事項及び経営方針等、経営に関する重要事項や業務執行の意思決定を行う

ほか、取締役の業務執行状況について監督を行っております。また、取締役会には監査役４名（片岡宏

彰、梅原克彦、置田文夫、青山豊 ※梅原克彦、置田文夫、青山豊は社外監査役）が原則毎回出席し、

取締役の業務執行の状況を監査しております。 

 

ｂ 監査役会 

当社は会社法関連法令に基づき、常勤監査役２名（片岡宏彰、青山豊）及び非常勤監査役２名（梅原

克彦、置田文夫）で構成される監査役会（議長：片岡宏彰）を設置しております。原則として毎月１回

監査役会を開催しており、ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、業務監査及び会計監査が有効

に実施されるように努めております。また、監査役は、取締役会及び経営会議へ出席のうえ、取締役の

業務執行状況の把握に随時努めており、取締役の職務の執行を監査しております。 

さらに、監査役は会計監査人及び内部監査室と緊密に連携するとともに、３か月に一度三様監査を実

施し、定期的な情報交換を行い、相互の連携を深め監査の実効性と効率性の向上に努めております。 

 

ｃ 社長会 

社長会は、原則として毎月１回開催し、各社の経営会議の結果を受けて当社グループ全体の経営に関

する基本方針・中期経営計画策定などの経営に関する重要事項について協議を行っており、また、予算・

実績及び経営全般にわたる重要な執行方針を協議する機関でもあります。 

社長会の構成メンバーは、エリッツホールディングス取締役、各子会社代表取締役となっており、業

務執行状況の把握のために常勤監査役及び内部監査室長が同席しております。 

 

ｄ ＨＤ経営会議、子会社経営会議 

経営会議は、原則として毎月１回開催し、当社グループの経営に関する基本方針・中期経営計画策定

などの経営に関する重要事項について協議を行っております。また、予算・実績及び経営全般にわたる
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重要な執行方針を協議する機関でもあります。 

経営会議の構成メンバーは、取締役、各部長、内部監査室長となっており、業務執行状況の把握のた

めに常勤監査役が同席しております。 

 

ｅ リスクマネジメント・コンプライアンス委員会 

法令等の違反や重大な事故を未然に防止するために、取締役（子会社取締役含む）、常勤監査役、内

部監査室長を構成員とするリスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置しています。同委員会

では、危機管理の推進体制を整備するために当社グループが認識するべきコンプライアンス上の問題

や、潜在的なリスクを整理し協議する場として原則３か月に１回開催しています。 

 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、透明性・健全性の確保、環境変化への迅速な対応のため、現在の体制を採用しております。

業務執行においては、取締役会による監督と監査役による監査を行っております。また、社外取締役及

び社外監査役は、客観的・中立的な立場からの助言・提言等を行い、監視・監督機能の強化を図ってお

ります。また、当社は、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査責任者１名が内部監査を

実施しております。内部監査は、監査役と連携し、当社及び子会社の各部門の業務遂行状況を監査し、

結果については、代表取締役社長に報告するとともに、改善指示を各部門へ周知し、そのフォローアッ

プに努めることで監査・監督機能が充実するものと考え、当該コーポレート・ガバナンス体制を選択し

ております。 
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Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

株主総会招集通知に記載する情報の正確性を担保しつつ、株主が総会議案の十分

な検討期間を確保できるよう株主総会招集通知の早期開示に努めております。ま

た、取締役会決議等の諸手続き完了後、招集通知発送前に当社ウェブサイト及び

東京証券取引所ウェブサイト「東証上場会社情報サービス」にて閲覧ができるよ

う開示を行ってまいります。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

株主総会は株主との対話の場であるという観点から、より多くの株主が株主総会

に出席できる日程への配慮を行うべきと考えております。当社においては９月末

決算であることから、例年株主総会集中日となる年度末を極力を避け、開催日設

定を行うと共に、株主総会以外にも株主との対話の手段をより充実させるため、

定期的に説明会を開催しております。 

電磁的方法による

議決権の行使 

議決権電子行使につきましては、今後の検討課題として認識しております。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

当社では、株主における機関投資家の比率が低いことから、現在は議決権電子行

使プラットフォームを採用しておりませんが、今後の株主構成等に鑑みて検討い

たします。 

招集通知(要約)の英

文での提供 

当社株主における海外投資家の比率は相対的に低いことから、現在は招集通知の

英訳は実施しておりませんが、今後の株主構成等に鑑みて検討いたします。 

その他 － 

実施していない － 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リ シ ー の 作

成・公表 

ディスクロージャーへの積極的な取組みをコーポレート・ガ

バナンスの一環として位置付けております。株主等が不利益

を被らないように、法令で定められた適時開示は言うまでも

なく、当社の事業や業績に少しでも影響が懸念されることが

判明した段階で、積極的に開示を行います。 

 

個人投資家向けに

定期的説明会を開

個人投資家向けの説明会は、半年に一度、本決算、第２四半

期決算の発表を終えて 20 日以内に開催し、その内容は、決

あり 
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催 算の概要、各セグメントの状況、今後の見通しについてであ

り、その説明は、代表取締役が率先して行う予定としており

ます 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

アナリスト・機関投資家向けの説明会は、半年に一度、本決

算、第２四半期決算の発表を終えて 20 日以内に開催し、そ

の内容は、決算の概要、各セグメントの状況、今後の見通し

についてであり、その説明は、代表取締役が率先して行う予

定としております 

あり 

海外投資家向けに

定期的説明会を開

催 

－ なし 

IR 資料をホームペ

ージ掲載 

自社のホームページ内に IR 情報をまとめたページを設け、

決算情報、決算情報以外の適時開示資料、会社案内、株主通

信、有価証券報告書などを掲載いたします 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

当社の IR については、内務部が担当部署となっております。 
 

その他 －  

実施していない －  

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

エリッツホールディングスグループとしての行動規範を共通の価値観として定

め、ステークホルダーに対して社員がとるべき行動規範として共有しています。 

環境保全活動、CSR

活動等の実施 

将来の食糧事情を考慮し、滋賀県において米作りをしており、その米をお客様が

引越される際のご挨拶の品としてお勧めしています。一部は、管理物件の入居者、

社員、飲食店へも販売しています。 

また当社では、サステナビリティの基本方針を策定し、取締役会で決議するとと

もに、これらの基本方針について当社のウェブサイトで開示することで、ステー

クホルダーとの適切な協働が図れるよう、情報発信に努めております。 

具体例として、京都、滋賀の賃貸マンションやアパート探しのお手伝い（仲介）

を専業とする、数社の宅地建物取引業者により結成された団体である「京滋お部

屋探しネット」に加盟するほか、札幌から福岡までの全国主要 17 都市の有力か

つ優良な不動産会社・管理会社と業務提携を行い、全国お部屋探しネットワーク

「エリア 17+(PLUS)」を形成することで安心・安全な住まい探しをサポートして
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おります。また、イングリッシュカウンター/レディースカウンターの設置等を

行い、外国の方や女性等様々なお客様の安心・安全な住まい探しをサポートして

おります。 

上記のほか、当社では、地球温暖化対策として屋上緑化を実施し、少しでも社会

に貢献できる事業展開を行っております。 

屋上緑化はヒートアイランド現象の緩和に寄与するだけでなく CO2 削減や『癒

し』の効果が期待できます。 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

ステークホルダーに適切かつ速やかに情報提供ができるように、法令の遵守及び

適時開示規程を規定しております。 

その他 従来から性別や国籍に関係なく、意欲や能力、実績等を重視する実力本位の人材

登用を実施しています。 

そのため現在においては、女性・外国人・中途採用者等の別に管理職の目標等は

定めておりませんが、中長期的な企業価値の向上を実現するためには、多様な視

点や価値観を尊重することが重要と考えており、経験・技能・キャリアが異なる

人材についても積極的に採用しつつ、これからの人材が活躍できる職場環境の整

備を目指してまいります。 

その他にも健康経営の実現のため、社員が健康管理に意識して取り組めるように

環境整備や補助金などの施策を実施しています。 

 

実施していない － 
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Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は企業統制の透明性及び公平性を担保するための体制として、「内部統制システムに関する基本

方針」を定めており、その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。その概要は以

下のとおりであります。 

ａ 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制 

当社は、コンプライアンスに係る社内規程を定めております。これに基づいて、統括責任者として担

当役員を置き横断的に統括するとともに、企業倫理及び遵法精神にもとづく企業行動の徹底を図ってお

ります。 

取締役会を定期的に開催する等、取締役が相互に職務執行の法令・定款適合性を監視するための十分

な体制を構築しております。 

また、相談・通報体制を設け、役員及び従業員等が社内においてコンプライアンス違反行為を防止す

る体制を構築しております。なお、当社は、通報内容を秘守し、通報者に対し、不利益な扱いを行わな

いようにしております。 

 

ｂ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、文書保管管理規程に基づき、文書または電磁的媒体に記録し、総括責任として担当役員を置

き、その所轄下に事務局機能を有する部署を設けて全社的な管理を行っております。 

また、これらの文書を取締役及び監査役はいつでも閲覧できるものとしております。 

 

ｃ 損失危険の管理に関する規規程その他の体制 

当社は、「リスクマネジメント・コンプライアンス規程」にもとづき、事業活動全般にわたり発生す

る様々なリスクに対し、統括責任者として担当役員を置き、「リスクマネジメント・コンプライアンス

委員会」を３か月に１回開催し、全社的な管理を行っております。 

経営戦略上のリスクに関しては経営会議で、業務上のリスクについては関連部署と管理部で、それぞ

れリスク分析及びその対応策を検討し、取締役会において審議しております。 

また、必要に応じて顧問弁護士等の外部専門家に照会し対処する体制をとっております。 

 

ｄ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、取締役の意思決定を効率的に執行するために有効な社内規程として職務権限規程、稟議規程

等を更新し、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を確保しております。また、取締役会を定期

的に開催することで各役員の職務の執行に対する評価・分析を行っております。 

さらに、取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、経営会議にて業務執行に関する事

項及び重要事項に係るテーマについて審議を行っております。 

また、IT対応に係る内部統制を整備し、有効な社内コミュニケーション機能を構築しております。 

ｅ 企業集団の業務の適正を確保するための体制 

取締役会は、グループ会社を管理する部署及び規程を関係会社管理規程に定め、適正かつ効率的なグ

ループ会社運営を行っております。 

取締役会は、主要なグループ会社に対してはその業務等について、必要に応じて取締役会への報告を

求めております。 

 

ｆ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
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監査役が職務を補助すべき使用人を求めた場合、適切な使用人を随時監査役の職務にあたらせること

が可能であります。当該使用人の人事については、取締役が監査役の同意を求めます。また、その独立

性を確保するため、当該使用人に対する指揮命令は監査役に属することになっております。 

 

ｇ 監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役又は使用人は、法令・定款及び社内規程に反する恐れのあることを発見したときは、直ちに監

査役に報告しております。 

また、監査役は社内規程に基づき、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営

会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する文書を閲覧し、必要に

応じて取締役または使用人にその説明を求めることとしております。 

なお、監査役は、内部監査室や監査法人と情報の交換を行うなど連携を図っております。 

 

ｈ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制 

監査役は、あらゆる会議へ出席する権限を有するものとし、代表取締役社長及び各取締役と定期的に

意見交換会を開催し取締役及び使用人に対する調査・是正を行うとともに、コンプライアンス、情報保

存・管理、リスク管理に関する部署及び経営企画室並びに内部監査室との連携を図るものとします。ま

た、監査役は共有サーバへのアクセス等により各種会議の議事録等の情報を閲覧できるものとします。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、反社会的勢力の排除の機運の社会的な高まりを受け、かねてより代表取締役社長以下従業員

に至るまで、反社会的勢力との関わりを一切持たないよう努めてまいりました。 

このような中、反社会的勢力との関わりを未然に防ぐべく、不動産販売等に関する契約書にいわゆる

「暴排条項」を記載することを徹底するとともに、不動産売買、工事発注、物品購入等において新規取

引を行う際は、新規取引先に対し、事前に新聞記事データベース等によるチェックを行う旨社内規程に

定めております。 

また、株主におきましては、市場における取引を通じて反社会的勢力が当社の株式を取得する可能性

がありますが、株主名簿管理人から定期的に情報を入手することにより、反社会的勢力が株主になって

いるか否かの把握に努めてまいります。 

役員、従業員の採用の際においては、内定前に新聞記事データベース等によるチェックを行っておりま

す。 
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Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

コーポレート・ガバナンス体制及び適時開示体制の模式図は以下のとおりであります 

 

【コーポレートガバナンス体制の概要（模式図）】 
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【適時開示体制の概要（模式図）】 

＜当社に係る決定事項・決算に関する情報＞ 

  

                        

開示有無の    議案上程 

確認経過および 

結果報告 

連絡 

 

 

＜子会社の決定事項に関する情報＞ 

 

 

開示有無の 

確認経過および 

結果報告 

連絡 

 

 

 

 

＜当社グループに係る発生事実に関する情報＞ 

 

報告                       開示有無の確認 

経過および結果報告 

                             

                             

 

 

 

 

 

 

 

以上 

内務部 
取締役会決議 
予定案件の 
取りまとめ 

内務部経理課 
＜適時開示規則 
による開示有無 
の確認＞ 

内務部 
＜適時開示規則

による開示有無

の確認＞ 

確認結果の

摺り合わせ 

執行責任者 

（代表取締役社長） 

情報取扱責任者 
（専務取締役内務部長） 

取締役会 

監査役 
開示有無

に係る意

見陳述 

情報開示 

各子会社 
取締役会決議 

内務部経理課 
＜適時開示規則 
による開示有無 
の確認＞ 

内務部 
＜適時開示規則

による開示有無

の確認＞ 

確認結果の

摺り合わせ 

執行責任者 
（代表取締役社長） 

情報取扱責任者 

（専務取締役内務部長）

監査役 
開示有無

に係る意

見陳述 

情報開示 

＜緊急事態等の

発生＞ 

各部署・各子会社 

内務部経理課 
＜適時開示規則 
による開示有無 
の確認＞ 

内務部 
＜適時開示規則

による開示有無

の確認＞ 

確認結果の

摺り合わせ 

執行責任者 

（代表取締役社長） 

情報取扱責任者 

（専務取締役内務部長）

監査役 

開示有無

に係る意

見陳述 

 

監査役 

情報開示 

情報開示 


